
平成３０年度公民連携アドバイザー派遣事業実施要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、一般財団法人地域総合整備財団（以下「財団」という。）が、地

方公共団体における公民連携事業の事例等に関する調査・研究のため、公民連携事業

を推進する地方公共団体の要請に応じ、シンクタンク等の専門家、地方公共団体の希

望する分野の実績を有する地方公共団体職員又は財団の担当職員（以下「アドバイザ

ー」という。）を講師として派遣し、現地調査を行うと同時に助言等を行う「平成３

０年度公民連携アドバイザー派遣事業」（以下「本事業」という。）の実施に関し、必

要な事項を定める。 
 
（定義） 
第２条 この要綱において、「公民連携事業」とは、以下の事業とする。 
（１）民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法

律第１１７号）に基づくＰＦＩ事業のほか、公民連携（ＰＰＰ）による公共施設等の

整備、運営・管理等を行う事業（以下「ＰＰＰ／ＰＦＩ」という。） 
（２）地方公共団体が保有する公共施設等を総合的に把握し、財政運営と連動しながら

管理・運用する仕組みを活用する事業（以下「公共施設マネジメント」という。） 
 
（助言等の内容） 
第３条 本事業による助言等は、地域の実情に即して行うものとし、前条各号のいずれ

かを内容とする。なお、助言等は原則として制度概要、一般的手法及び事例の紹介等

を趣旨とし、具体的案件の政策実施に係る個別提案・指導等は対象としない。 
２ 派遣の申込みを行う地方公共団体において対象事業についてのアドバイザリー業

務を公募中であり、又は現にアドバイザリーサービスを受けている事業については、

原則として本事業による助言等の対象とはしない。 
 
（助言等の対象及び回数等） 
第４条 助言等の対象者は、原則として地方公共団体職員とする。 
２ アドバイザーの派遣は、原則として、１地方公共団体につき１回とする。 
 
（事業実施期間） 
第５条 アドバイザーの派遣を行う時期は、平成３１年２月末日までとし、個別の派遣

の具体的な時期は、派遣先地方公共団体と協議のうえ決定する。 
 
（ヒアリング・意見交換の実施） 
第６条 財団は、助言等に併せて、公民連携事業に関する情報収集及び調査・研究事業

の参考に供するため、派遣先地方公共団体における公民連携事業の取組みに関するヒ



アリング又は意見交換を実施することができる。 
 
（経費の負担） 
第７条 アドバイザーの派遣に要する経費（アドバイザーへの旅費及び謝金）は、原則

として、財団が全額負担し、財団からアドバイザーへ直接支払う。 
 
（募集） 
第８条 財団は、本事業の利用を希望する地方公共団体を、都道府県及び地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市については直接、その他

の市町村（特別区を含む。）については都道府県を通じて募集する。募集に際しては、

財団が運営する公民連携ポータルサイトに応募方法を掲載する。 
２ 前項の募集に係る、財団への申込みの締切は、平成３０年２月９日（金）とする。 
３ 財団は、必要がある場合には、追加募集を行うことができる。 
 
（派遣の申込み） 
第９条 本事業の利用を申し込もうとする地方公共団体は、「公民連携アドバイザー派

遣申込書」（様式第１号）を財団あて直接送付するものとする。 
 
（採択） 
第１０条 財団は、前条の申込みについて採否を決定したときは、当該申込みをした地

方公共団体に対し、その結果を速やかに通知する。 
 
（アドバイザーの決定） 
第１１条 財団は、派遣するアドバイザーを決定したときは、採択した地方公共団体に

通知する。 
 
（受入結果報告） 
第１２条 地方公共団体は、財団によるアドバイザー派遣の助言等を受けた日から１か

月以内に、「公民連携アドバイザー受入結果報告書」（様式第２号）を財団に提出する

ものとする。 
 
（情報公開） 
第１３条 財団は、本事業の採択後に、採択地方公共団体名、アドバイザーの名称、助

言等の概要、その他地方公共団体において参考となると考えられる事項を公表する。 
 
（その他） 
第１４条 この要綱に定めるもののほか、本事業の実施にあたって必要な事項は、別に

定める。 


